
平成２２年度　政府予算案（大阪府健康医療部関係）の決定内容
平成22年2月22日

大阪府
※ ２月１日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	１　新型インフルエンザ対策の充実・強化
新型インフルエンザは、これまでの感染症とは異なり、国家的な危機管理の問題であることから、国が主体となって、地方公共団体との十分な事前協議のもと、国民的な合意を得ながら対策を進めること。

さらに、これら対策の実効性を高めるための法整備や、地方公共団体等への十分な財政措置を講じること。
○医療提供体制の強化
○ワクチンの生産技術の向上・生産体制の再構築
○医療従事者等が安心して従事できる全国一律の補償制度
　　　　　　　　　　　　　　など　

　　　　　　　

２　保健医療体制等の確保
１．医療提供体制の整備

(1)　医師等の確保
(2)　周産期医療の充実

(3)　診療報酬制度の改善

(4)　医師の業務分担の見直し
○診療報酬制度の改善

府民にとって安全・安心で質の高い医療が受けられる体制を構築できるよう、診療報酬の抜本的な改善を図ること。

特に、小児救急を含む救急医療や周産期医療を担う医療機関の経営実態を踏まえた報酬制度となるよう早急に改善を図ること。

 また、障がいをもった患者等のニーズに応じたきめ細やかな看護サービスを提供できるよう、看護師の需給状況や医療機関の経営実態を踏まえた診療報酬制度となるよう早急に改善を図ること。
2．救急医療体制の充実・強化

(1)　救急医療体制の確保
(2)　小児救急医療の充実
(3)　ドクターヘリ運営事業の推進
(4) 　救急医療及び救急車の適切な利用

(5)　ＡＥＤの普及促進等
３　母子保健施策の充実
１．妊婦健康診査について
○　母子保健法等への明確な位置づけ
２．不妊に関する総合的施策の推進
３．乳幼児の不慮の事故防止対策の推進
４　がん対策の推進
○市町村のがん検診について、地方交付税積算基礎額の実勢額への引上げなど、検診の実施に当たり十分な財源措置
○「女性特有のがん検診推進事業」のがん検診指針との整合性等の課題解決と事業の継続

○がん診療連携拠点病院の二次医療圏単位の改め⇒地域の実情反映へ
５　その他
１．麻しん（はしか）対策の充実・強化
(1)　麻しん（はしか）ワクチン等の安定供給について

(2)　成人麻しん（はしか）対策の強化について

２．肝炎総合対策の推進
(1)　肝炎ウイルス検査については、なお多数の府民が検査を受診しており、地方公共団体の超過負担が生じないよう、確実に予算措置を行うこと。

(2)  治療費の負担軽減については、薬害被害者の救済を図ることがきっかけであり、これまでの国の政策判断に起因するものであることから、全額国の負担とすべきものであること。

３．難病対策の推進
(1) 特定疾患治療研究事業に係る国庫補助制度については、地方公共団体の超過負担が解消されるよう、法制化も含め、十分な財源措置を講じること。

(2) 対象疾患の拡大や難病患者を支援する活動拠点の整備や運営体制の充実等を図るとともに、保健所において難病患者に対する保健指導の充実が図られるよう保健所事業に対する国庫補助基準の見直しを行うこと。

(3) 個々の疾患に応じた認定基準の改正や明確化を図ること。

(4) 先般の税制改正（高齢者の非課税限度額の廃止等）による所得変更の有無に関わらず、公平かつ適切な負担となるよう制度のあり方を検討されるとともに、所得階層区分の基準額対象を所得税から市町村民税へ変更されたい。
また、医療費援助申請の申請時に必要となる医療機関の証明書類（臨床調査個人票）について、無償交付等の規定の整備を検討されたい。

(5) 「小児慢性特定疾患治療研究事業」における対象疾患や対象者等の拡大を図るとともに、患者負担の軽減策を講じるほか、以下の点について、必要な措置を講じること。

①　疾患の状態と程度について、患児の治療の状態をふまえた基準に変更すること。

②　重症認定基準について、疾患群ごとの治療実態をふまえ変更すること。

４．ハンセン病回復者等への支援


	※注釈のない限り8月末時点の概算要状況を記載
◆概算要求の状況　厚生労働省

○医療提供体制の構築　(全)（54億円)
・新型インフルエンザ患者入院医療機関施設・設備整備事業（新）

(全) 32億円

・感染症外来協力医療機関設備整備事業

(全)16億円

・新型インフルエンザ対策事業（協議会設置、診療従事者訓練・研修、情報共有のための説明会開催、発熱相談窓口の設置  (全)6億円

○プレパンデミックワクチンの製剤化等

(全)（9.5億円)

○新型インフルエンザワクチンの買上

(全)60億円
○抗インフルエンザウイルス薬等の備蓄

(全)1.1億円

◆概算要求の状況　厚生労働省　
※　予算額は行政刷新会議における資料を基に類推により作成
・医師不足診療科の医師の育成・確保のための支援

（全）６８億7,700万円

・医師の地域偏在是正に向けた取組に対する支援

（全）8５億7,700万円

・女性医師等の離職防止・復職支援

（全）49億7,000万円
・看護職員の資質の向上及び確保策の推進


○救急医療体制の充実・強化

（全）200億4,300万円

・救急医療機関の連携強化（新）

（全）１億1,600万円

・二次救急医療体制の充実・強化

（全）44億7,200万円

・ドクターヘリ導入促進事業の拡充・強化

（全）29億9,300万円

・重篤な小児救急医療を担う医療機関に対する受入体制の充実（新）
（全）5億9,200万円

○周産期医療体制の充実・強化

（全）119億600万円
・周産期母子医療センター等の充実・強化

(全）111億8,200万円
○災害医療体制の充実・強化
（全）5億9,700万円

◆概算要求の状況　厚生労働省
○不妊治療等への支援

（全）８１億円
　○子どもの事故防止予防強化事業（新規）

　　（全）次世代ソフト交付金の内数

◆概算要求の状況　厚生労働省
○がん対策の総合的かつ計画的な推進（４５３億円）

・放射線療法等の専門医師の育成及び緩和ケア等の着実な推進（全）７０億円

・がん予防・早期発見等の推進（一部新規）
（全）１９９億円

・がんに関する研究の推進等 
（全）１８４億円
◆概算要求の状況　厚生労働省
○麻しん排除対策推進費
（全）３００万円
○肝炎対策の充実（２０９億円）

・保健所における肝炎ウイルス検査等の促進

（全）１５億円

・インターフェロン療法促進のための環境整備
肝炎治療特別促進事業
医療費の助成　助成先：都道府県、補助率：２分の１

　（全）１２９億円

○難病対策の一層の推進（1,637億円）

・難治性疾患に関する調査・研究の推進
 （全）100億円

・難病患者の生活支援等の推進
　（全）1,537億円

・小児の慢性疾患等への支援 

（全）147億円
○ハンセン病対策の推進

（全）４２３億円
	◇医療提供体制の整備

（全）41億.円

◇予算措置なし

（平成２１年度２次補正）
◇予算措置なし

【その他】
（全）10億.円

（全）３．６億.円

・医師の診療科偏在・
地域偏在対策
（全）８０億円

・女性医師等の離職防止・復職支援
（全）２５億円

· 看護職員の資質の向上及び確保策の推進　

（全）１０３億円

（全）１５２億円

（全）０．６１億円

（全）６．８億円

（全）２８億円

（全）３．１億円

（全）８７億円

（全）５８億円

（全）０．７５億円

（全）８１億円

（全）３１６億円

（全）４９億円

（全）１１８億円

（全）１４９億円

　　　　（全）３００万円
（全）２３６億円

（全）１５億円

制度拡充

（全）１８０億円

　　　（全）２,０７３億円
（全）１００億円

（全）１,９７３億円

（全）１４７億円

（全）４０７億円
	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース












○22年度診療報酬改定


・22年度政府予算案において、診療報酬は、0.19％アップのプラス改定。


　このうち医師の技術料などの本体部分は1.55％のアップ。


・診療報酬の内容については、中央社会保険医療協議会において、


　救急、産科周産期、小児科、外科等の分野の評価充実や病院勤務医の負担軽減などをはじめとした改定内容をとりまとめ、厚生労働大臣に答申。（２/12）
































【参考：平成２１年度２次補正：１１７３億円】　


医療提供体制の整備　


新型ワクチンの生産体制の構築


新型ワクチンの接種費用の助成
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